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第１節 子ども・子育て支援事業計画とは  

国の法律である「子ども・子育て支援法」は、平成 24年に施行され、平成 27年度から、

この法律による新しい子育て支援の制度（以下「新制度」といいます。）が本格的に導入され

ることになっています。 新制度では、「子ども・子育て支援給付」と「地域子ども・子育て

支援事業」の制度により、子どもや子育て家庭の支援を行います。この章では、これらの給

付・事業の需要（量の見込み）と供給（確保方策）について定めます。 

>> 子ども・子育て支援制度の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、新制度の下では、保護者から平日の教育・保育の利用申請があった子どもについて、

市町村は、子どもの年齢や保育の必要性から、次の３区分（1 号・2 号・3 号）に認定しま

す。教育・保育の量の見込みは、これらの区分ごとに算出することとなっています。 

>> 認定区分と提供施設 

 １号認定 ２号認定 ３号認定 

対象となる子ども 

３歳以上 ３歳以上 ３歳未満 

保育の必要性なし 

（幼児期の学校教育のみ） 

保育の 

必要性あり 

（教育の 

 ニーズあり） 

保育の 

必要性あり 

（教育の 

 ニーズなし） 

保育の必要性あり 

利
用
可
能

施
設 

幼稚園     

保育所     

認定こども園     

地域型保育     

 

地域子ども・子育て支援事業 子ども・子育て支援給付 

施設型給付 

○幼稚園 

○保育所 

○認定こども園 

 

地域型保育給付 

○小規模保育 

○家庭的保育 

○居宅訪問型保育 

○事業所内保育 

○利用者支援事業 【新設】  

○時間外保育事業 

○放課後児童健全育成事業 

○子育て短期支援事業 

○乳児家庭全戸訪問事業 

○養育支援訪問事業・要保護児童等の支援に

資する事業 

○地域子育て支援拠点事業 

○一時預かり事業 

○病児・病後児保育事業 

○子育て援助活動支援事業 

○妊婦健診事業 

○実費徴収に係る補足給付を行う事業 【新設】 

○多様な主体が本制度に参入することを促進 

するための事業 【新設】 
児童手当 
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第２節 教育・保育の提供区域の設定 

 

この章では、国の「子ども・子育て支援法」および「子ども・子育て支援法に基づく基本

指針」に沿って、平成 27 年度から平成 31 年度までの５年間における、教育・保育及び地

域子ども・子育て支援事業の需要に係る「量の見込み」と、これに対応した供給を行うため

の「確保の内容」と「実施時期」を定めます。 

「量の見込み」は、就労が希望どおりにかなうことを前提として、実際の利用希望に加え、

潜在的な利用希望も加えた需要を示しています。 「量の見込み」の算出は、平成 25年 10

月に本市が実施したアンケート調査の結果を、国の手引書により分析し、さらに本市独自の

設問や実績との比較を考慮することにより行いました。 

 

国の基本指針では、上記の「量の見込み」と「確保の内容」を設定する単位として、各自

治体において「教育・保育の提供区域（以下「提供区域」）」を定めることとなっています。

この提供区域の設定に際しては、保護者や子どもが居宅から容易に移動して施設等を利用す

ることができるよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育の施設

の整備状況その他の条件を総合的に勘案することとされています。この提供区域は、地域子

ども・子育て支援事業にも共通の区域設定とすることが基本とされています。 

 

本市は、鉄道やバスによる交通網が発達しており、平坦で海岸部や山間部がなく自転車等

での市内の移動も比較的容易で、幼稚園・保育所も市内全域に配置されており、地域ごとに

大きな偏在がないことから、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を通じて、市域全

体を１つの提供区域として設定します。 

なお、市域全体を１つの提供区域としますが、新しく生じる需要や利用状況の変化による

各地域の課題に応じて、施設整備を検討する等の適正な対応を図ってまいります。 
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第３節 教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容及び実施時期 

 

新制度による教育・保育については、施設型給付の対象となる施設と、地域型保育給付の

対象となる施設とがあります。一方で、幼稚園については、これらの給付によらず、従来ど

おりの私学助成による運営も可能となっています。  

ここでは、本市に在住する子どもの教育・保育の需要と、その供給（提供体制、確保の内

容等の確保方策）について、定めます。 

 

 

【施設型給付の対象となる施設】 

 ・幼 稚 園：幼児期の学校教育を行う施設 

 ・保 育 所：利用定員が 20 人以上で、保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うこ

とを目的とした児童福祉施設  

 ・認定こども園：幼稚園と保育施設の機能を併せ持つ施設 

 

【地域型保育給付の対象となる施設】 

・小 規 模 保 育：３歳未満の子どもを対象とし、利用定員６人以上 19 人以下で、施設

において保育を行う事業 

・家 庭 的 保 育：３歳未満の子どもを対象とし、利用定員５人以下で、家庭的保育者（保

育ママ）の居宅などにおいて保育を行う事業 

 ・居宅訪問型保育：３歳未満の子どもを対象とし、１対１で、保育を必要とする子どもの

居宅において保育を行う事業 

 ・事業所内保育：３歳未満の子どもを対象とし、会社等の事業所の施設において、従業

員の子どもと、地域の保育を必要とする子どもの保育を行う事業  

 

 

【教育・保育の量の見込みと確保の内容】 

教育・保育の量の見込み（潜在的な需要を含むニーズです。）及び その確保方策は、次

のとおりです。 平成 29年度末で待機児童ゼロを目指します。 

なお、「確保の内容」の欄に記載した値は、すべて年度末での数値です。 
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教育・保育の 量の見込み 及び 確保の内容                 単位：人 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 

1 号 2 号 2 号 3 号 1 号 2 号 2 号 3 号 
3-5歳 

教育 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

保育 

0 歳 

保育 

1-2歳 

保育 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

保育 

0 歳 

保育 

1-2歳 

保育 

 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 

2,213 
2,406 

424 1,562 2,172 
2,363 

417 1,538 
351 2,055 345 2,018 

2,564 2,055 1,986 2,517 2,018 1,955 

確
保
の
内
容 

総 数 2,316 1,822 1,605 2,377 1,920 1,808 

   

内 

訳 

②特定教育・保育 

施設   （定員数） 
---- 1,763 1,101 ---- 1,871 1,188 

③小規模保育・家庭 

的保育 （定員数） 
---- ---- 218 ---- ---- 385 

④認証保育所等 

（定員数） 
---- 59 286 ---- 49 235 

⑤現行の幼稚園 

（確保数） 
2,316 ---- ---- 2,377 ---- ---- 

【参考値】  

現行の幼稚園 （受入可能数） 
3,463 ---- ---- 3,463 ---- ---- 

 

平成 29 年度 平成 30 年度 

1 号 2 号 2 号 3 号 1 号 2 号 2 号 3 号 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

保育 

0 歳 

保育 

1-2歳 

保育 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

保育 

0 歳 

保育 

1-2歳 

保育 

 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 

2,130 
2,316 

410 1,513 2,087 
2,269 

403 1,487 
338 1,978 331 1,938 

2,468 1,978 1,923 2,418 1,938 1,890 

確
保
の
内
容 

総 数 2,468 2,007 1,923 2,418 2,007 1,923 

   

内 

訳 

②特定教育・保育 

施設   （定員数） 
---- 1,958 1,246 ---- 1,958 1,246 

③小規模保育・家庭 

的保育 （定員数） 
---- ---- 442 ---- ---- 442 

④認証保育所等 

（定員数） 
---- 49 235 ---- 49 235 

⑤現行の幼稚園 

      （確保数） 
2,468 ---- ---- 2,418 ---- ---- 

【参考値】 

現行の幼稚園 （受入可能数） 
3,463 ---- ---- 3,463 ---- ---- 

 

平成 31 年度 

【参考値】 

 

平成 26 年度の幼稚園の認可定員数 

：3,463 人 

 

平成 26 年度（4 月 1 日時点）の 

保育施設（認可・認証等）の定員数  

： 3,169 人 

1 号 2 号 2 号 3 号 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

教育 

3-5歳 

保育 

0 歳 

保育 

1-2歳 

保育 

 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 

2,048 
2,227 

396 1,463 
325 1,902 

2,373 1,902 1,859 

確
保
の
内
容 

総 数 2,373 2,007 1,923 

 

内 

訳 

②特定教育・保育 

施設   （定員数） 
---- 1,958 1,246 

③小規模保育・家庭 

的保育 （定員数） 
---- ---- 442 

④認証保育所等 

（定員数） 
---- 49 235 

⑤現行の幼稚園 

（確保数） 
2,373 ---- ---- 

【参考値】 

現行の幼稚園 （受入可能数） 
3,463 ---- ---- 

 

（次のページへ続きます） 

内訳 

総数 

内訳 

総数 

内訳 

総数 
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表の注釈： 

①量の見込み ： 国の算出式により、保護者のうち就労を希望する方の就労率が、平成 27 年度から平成 31 年度まで継続

的に 100％である場合を想定して、潜在的な需要を含めて算出しています。 

②特定教育・保育施設（定員数） ： 現状では認可保育所のことです。将来的に、認定こども園や新制度による幼稚園があ

れば、ここに記載することとなります。なお、定員数には、弾力化による人数を含まない人

数を表示しています。 

③小規模保育・家庭的保育（定員数） ： 小規模保育又は家庭的保育で確保したいと考えている人数です。 

④認証保育所等（定員数） ： 現在の家庭的保育・定期的利用保育・認証保育所が、認可保育所及び地域型保育事業

の小規模保育・家庭的保育へ移行することを見込んで、設定しています。 

⑤現行の幼稚園（確保数） ： 就労希望者の就労率を 100％とする量の見込み（①）に対応する確保数を、最低限確保すべ

き人数として⑤に示しています。 幼稚園で受入が可能な人数は、【参考値】に示しています。 

【参考値】 現行の幼稚園（受入可能数） ： 現行制度による幼稚園で、実際に受入が可能な人数です。 

 

 

 

 

上記の表に示した量の見込みについて、３歳未満の待機児童への対策としては、新たな

認可事業である地域型保育事業の新設を主として、対応していきます。 

また、３歳以上の保育ニーズについては、認可保育所及び幼稚園の預かり保育事業を充

実していくことにより、対応していきます。 

教育・保育施設の確保については、民間の教育・保育提供事業者の協力が不可欠となり

ます。市は、今後、教育・保育提供事業者の意向を尊重しつつ、協議・調整の上、子ども

にとって最善の利益を実現できるよう、既存の教育・保育施設の最大限の活用や新規施設

の設置を、進めていきます。 

これらの量の拡大を行う際、次の施策・事業を実施することにより、質を担保していき

ます。 

 

① 教育の質の確保に資するため、幼稚園に通学する保護者への支援と、教育施設の事

業者への支援を、引き続き実施します。 

＊保護者への就園奨励費の継続 

＊私立幼稚園への助成の継続 

 

 

② 教育施設における一時預かり・預かり保育の拡充を図るため、補助金等の支援を検

討し、国や東京都に要望していきます。 

＊一時預かり・預かり保育を拡充するための補助金等支援の検討 
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③ 待機児童を解消するため、保育所や地域型保育事業の整備を進めるとともに、認証

保育所の事業者及び保護者への支援の継続を図るとともに、認証保育所制度の継続を

東京都に要望していきます。 

    ＊認証保育所の事業者及び保護者への支援継続の検討 

   

 

④ 子どもの発達を切れ目なく支援するため、2 歳で卒園し、3 歳から新たな教育・保

育施設に通うことになる子どもたちが円滑に移行できるよう、地域における教育・保

育施設と地域型保育事業者との連携を図り、地域子育て支援推進員の派遣、幼稚園教

諭と保育士の合同研修会の開催等を検討します。 

＊保育・地域支援の質の確保と向上 

＊連携施設の確保 

 

 

⑤ 市内で新規に保育所を開設した事業者に対して、市の設備・運営に関する指針を示

すとともに、その保育所に雇用される保育士・保育従事者への研修を実施し、保育の

質の確保を図ります。 

 

 

⑥ 保護者の就労状況にかかわらず子どもを受け入れることができるよう、既存の教

育・保育施設の最大限の活用を図るとともに、幼稚園の意向を踏まえた上で、預かり

保育の充実による認定こども園の整備に向けた基盤づくりを進め、国や東京都の制度

の動向に留意しながら、認定こども園の普及を図ります。 
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第４節 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保の内容及び実施時期 

 

（１）利用者支援事業 

新制度で新たに位置づけられた事業です。市民が教育・保育施設や地域子ども・子育

て支援事業を円滑に利用することができるよう、利用希望者に情報提供し、必要に応じ

て相談や助言を行うとともに、関係機関との連絡調整などを行います。 

利用者支援は、市役所田無庁舎に総合窓口を設置し、地域子育て支援推進員を配置す

ることにより実施していきます。 地域連携は、子ども家庭支援センターがその機能と

役割を担い、地域子育て支援センターなど関係機関とのネットワークを活用して、一体

となって実施していきます。 

サービスを探している方に必要な情報が届くよう、また、既存の施設やサービスを最

大限に活用していただけるよう、利用希望とサービスとをコーディネートするとともに、

地域の子育てサークル・団体の提供するサービスを含めて、広く情報提供していきます。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

確保の内容 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

【参考値：新規事業につき、なし】 

 

 

（２）時間外保育事業 （延長保育事業）  

保育所に在園する子どもについて、保護者の就労時間の延長などにより通常の保育時

間を超えて保育を行う事業です。 

保育所全園において延長保育を実施し、量の見込みに対応する提供体制を確保してい

きます。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 1,440 人 1,420 人 1,390 人 1,370 人 1,340 人 

確保の内容 1,440 人 1,420 人 1,390 人 1,370 人 1,340 人 

【参考値：平成 25 年度実績 1,326 人】 
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（３）放課後児童健全育成事業 

放課後児童健全育成事業（学童クラブ事業）は、小学生児童のうち、保護者が労働等

により昼間家庭にいない児童を対象に、児童館や学校の余裕教室、専用施設で、放課後

に適切な遊びや生活の場を与え、児童の健全育成を図る事業です。現在、33か所の施設

において実施しています。 

一方、保護者の就労にかかわらず利用できる「放課後子供教室」は、地域の方々の参

画を得て、子どもたちに様々な体験・交流活動の機会を定期的・継続的に提供する事業

です。現在、遊び場開放は全小学校で、学習活動の機会提供（学習支援、体験活動）は

３校で実施しています。 

学童クラブをはじめ、児童館・児童センターの活用や放課後子供教室との連携により

放課後の居場所づくりを進めて、量の見込みに対応する提供体制を確保します。また、

提供体制の確保に当たっては、各事業の運営方法などを十分検証・検討し、適切な居場

所づくりの充実に努めます。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 

低学年 

高学年 

1,840 人 

480 人 

1,790 人 

480 人 

1,740 人 

470 人 

1,700 人 

470 人 

1,650 人 

470 人 

総 数 2,320 人 2,270 人 2,210 人 2,170 人 2,120 人 

確保の内容 

総 数 2,120 人 2,120 人 2,120 人 2,120 人 2,120 人 

学童クラブ 

その他の事業 

2,120 人 

0 人 

2,070 人 

50 人 

2,020 人 

90 人 

1,980 人 

140 人 

1,930 人 

190 人 

      【参考値：平成 25 年度 学童クラブ実績 1,724 人】 

 

（４）子育て短期支援事業 （ショートステイ） 

保護者が病気や介護などの理由により、家庭での養育が一時的に困難となった場合、

児童養護施設で、子どもの保護を行う事業です。  

本市では、市内にある児童養護施設に委託して、実施しています。今後も、引き続き

同様の提供体制を確保します。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 410 人日 400 人日 390 人日 390 人日 380 人日 

確保の内容 550 人日 550 人日 550 人日 550 人日 550 人日 

【参考値：平成 25 年度実績 86 人日】 

内 訳 

 

内 訳 
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（５）乳児家庭全戸訪問事業 

乳児のいるすべての家庭に、保健師、助産師等が訪問し、子育て支援に関する情報提供

や養育環境等の把握を行います。 

現在実施している職員体制で、今後も現状の提供体制を確保します。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 1,510 人 1,490 人 1,460 人 1,440 人 1,420 人 

確保の内容 1,510 人 1,490 人 1,460 人 1,440 人 1,420 人 

【参考値：平成 25 年度実績 1,468 人】 

 

 

 

 

（６）養育支援訪問事業・要保護児童等の支援に資する事業  

児童虐待防止や育児不安を抱えているなど、養育支援が特に必要とされる家庭を対象に、

保健師等が訪問し、保護者の育児・家事等の養育能力を向上させるための支援や相談支援

を行います。 

また、要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図る

ため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性及び連携の強化等を行い

ます。 

虐待を予防するためには早期発見・早期対応が重要ですので、職員体制をさらに充実さ

せ、支援体制づくりを進めていきます。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 16 人 16 人 15 人 15 人 15 人 

確保の内容 16 人 16 人 15 人 15 人 15 人 

【参考値：平成 25 年度 養育支援実績 2 人】 
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（７）地域子育て支援拠点事業 

地域子育て支援センターや児童館等において、子育ての相談や情報提供に応じたり、子

育て中の親子の交流、遊び場の提供などを通じて子育てを支援する事業です。 

地域子育て支援センター5 か所、児童館 11 か所、子育て広場２か所で実施し、量の見

込みに対応する提供体制を確保します。 

利用者の利便性を高めるため、多様なサービスの中から拠点事業を選ぶことができるよ

う、幼稚園や子育てサークル・団体のサービスを活用し、拠点事業の拡充を図ります。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 89,670 人日 88,290 人日 86,830 人日 85,360 人日 83,980 人日 

確保の内容 89,670 人日 88,290 人日 86,830 人日 85,360 人日 83,980 人日 

確保の方策（実施施設） 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所 

【参考値：平成 25 年度実績 104,879 人日・20 か所】 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



13 

 

（８）一時預かり事業 （預かり保育） 

保護者が仕事、疾病、用事等の理由により、家庭において保育することが一時的に困難

となった乳幼児を、幼稚園や保育所などにおいて一時的な預かりを行う事業です。 

①幼稚園（１号・２号）の一時預かり事業について 

１号については、利用実績が量の見込みを上回っているため、現状の事業を継続し、

量の見込みに対応する提供体制を確保します。 

２号については、就労家庭が幼稚園へ入園可能となるように、長期休暇中の一時預か

りを含めて、一時預かりの充実を図り、量の見込みに対応する提供体制を確保していき

ます。 

②その他（幼稚園以外）の一時預かり事業について 

＊  保育所における一時預かり事業・・・現在実施している保育所と新設保育所とで実

施し、量の見込みに対応する提供体制を確保していきます。 

  また、利用希望が多い一方で、キャンセル時の取扱いなど予約方法に課題があるこ

とから、より効率的な事業運営を図るため、見直しを検討していきます。 

＊ ファミリー・サポート・センター事業・・・サポート会員養成講習会の見直しなど

を行う事によりサポート会員を増やし、量の見込みに対応する提供体制を確保してい

きます。 

＊ 一時預かり事業のさらなる拡充を図るため、民間事業者や子育てサークル・団体が

施設において行う事業の活用について、検討していきます。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

幼稚園（１号・２号） 

量の見込み 

１号 12,010 人日 11,790 人日 11,560 人日 11,330 人日 11,120 人日 

２号 69,000 人日 67,740 人日 66,410 人日 65,080 人日 63,860 人日 

確保の内容 32,150 人日 52,060 人日 78,680 人日 78,450 人日 78,240 人日 

その他（幼稚園以外） 

量の見込み 31,620 人日 31,100 人日 30,580 人日 30,030 人日 29,530 人日 

確保の内容 18,580 人日 22,450 人日 26,680 人日 30,430 人日 33,670 人日 

【参考値：平成 25 年度実績 1 号 40,308 人日・その他 13,358 人日】 
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（９）病児・病後児保育事業 

発熱等の急な病気となった児童（病児）や病気回復期の児童（病後児）が、教育・保育

施設に通えなかったり、保護者による保育ができない場合に、病院に付設された専用スペ

ース等において看護師等が一時的に保育を行います。 

関係団体との調整、医療設備の整備など実施に向けた課題を整理検討しながら、既存施

設の定員増、新規施設の設置、認可保育所での実施などにより、提供体制の確保に努めま

す。 

また、既存施設の時間延長等のサービス拡充については、子どもの心身の負担と、保護

者の事情等について議論しつつ、検討していきます。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 6,860 人日 6,740 人日 6,610 人日 6,490 人日 6,370 人日 

確保の内容 2,930 人日 2,930 人日 2,930 人日 3,520 人日 3,520 人日 

【参考値：平成 25 年度実績 2,324 人日】 

 

 

 

 

（10）子育て援助活動支援事業 （ファミリー・サポート・センター事業） 

児童の預かり、送迎時の支援等を受けることを希望する者（ファミリー会員）と、支援

を行うことを希望する者（サポート会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行いま

す。 

サポート会員養成講習会の見直しなどを行う事によりサポート会員を増やし、量の見込

みに対応する提供体制を確保していきます。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

     量の見込み 

低学年 16,800 人日 16,330 人日 15,910 人日 15,550 人日 15,130 人日 

高学年 2,340 人日 2,340 人日 2,340 人日 2,340 人日 2,290 人日 

確保の内容 5,760 人日 8,350 人日 11,170 人日 14,230 人日 17,520 人日 

【参考値：平成 25 年度 3,336 人日】 
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（11）妊婦健診事業 

妊娠している方に対して、妊婦健康診査を行います。 

現在と同様に、契約医療機関で個別健診を実施し、提供体制を確保します。 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

量の見込み 1,480 人 1,460 人 1,430 人 1,410 人 1,390 人 

確保の内容 1,480 人 1,460 人 1,430 人 1,410 人 1,390 人 

【参考値：平成 25 年度 1,573 人】 

 

 

 

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

生活に困窮する保護者が教育・保育施設等に支払うべき物品の購入費等を、助成する事

業です。 

補足給付の対象範囲や対象者について、国や東京都の動向を踏まえた上で、検討してい

きます。 

 

 

 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

民間事業者など多様な事業者の能力を活用して、住民ニーズに沿った多様なサービスを

提供するため、国や東京都の動向を踏まえた上で、具体的な促進事業を検討していきます。 

 


